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１ 事業主体 長野市（国規定による国庫補助事業）
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事業概要

２ 目 的 消費税率の引上げによる低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を
緩和するとともに、消費を喚起し、本市経済の活性化を図るもの。

３ 購入対象者 以下に掲げる対象者 約70,000人
（国規定） （１）2019年度住民税非課税者（基準日：2019年１月１日） 約60,000人

※住民税課税者と生計同一の配偶者・扶養親族、生活保護被保護者等を除く

（２）2016.4.2～2019.9.30までに出生した子が属する世帯の世帯主
約10,000人

４ 購入限度額 （１）住民税非課税者： 券面額 25,000円（販売額20,000円）
（国規定） （２）上記３（２）の世帯主： 券面額 25,000円（販売額20,000円）

×出生した子の数
※プレミアム補助額 5,000円（割引率20％）
※１冊あたり1,000円×３枚、500円×４枚（計７枚）の5,000円×５セット(予定）

５ 販売開始 2019年10月１日

６ 使用期間 2019年10月１日～2020年２月28日（予定）

８ 取 扱 店 長野市内の小売店等登録希望店舗

※H27プレミアム商品券の登録店（実績）は約2,600店（大型店約500、中小店約2,100）

７ 販売窓口 市役所本庁舎及びその他（検討中）



3
事業スケジュール（案）
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※商品券代金1,750,000千円（販売分1,400,000千円（＠20,000円×70,000人）、プレミアム分350,000千円（＠5,000円×70,000人））を委託料に含む。

項目（主なもの） Ｈ31当初 ６月補正 合計

賃金等
臨時嘱託職員賃金等

19,462千円 19,462千円

事務局費用等
複写機使用料、電話工事費等

5,498千円 5,498千円

委託料
システム開発（対象者抽出） 45,000千円 ※

1,924,857千円商品券印刷、店舗募集登録 30,948千円
※

換金精算業務 1,789,293千円※

販売業務、申請書受付・審査等 59,616千円※

合計 100,908千円 1,848,909千円 1,949,817千円

１，９４９，８１７千円（歳入・歳出 同額） 4
概算事業費

（歳出）

（歳入）

項目 内訳 Ｈ31当初 ６月補正 合計

国庫支出金
事務費相当分 100,908千円 98,909千円 199,817千円

プレミアム分 0 350,000千円 350,000千円

商品券売上 商品券販売代金 0 1,400,000千円 1,400,000千円

合計 100,908千円 1,848,909千円 1,949,817千円



今後のスケジュール

５月２１日（火） 市議会政策説明会

６月２５日（火） 記者会見（予定）

５


